
那珂市予算

一般会計

会計名 平成 30年度
予算額

平成 29 年度
予算額 増減率

一般会計 20,720,000 18,680,000 10.9%

特別会計 14,486,000 15,489,000 △ 6.5%

国民健康保険（事業勘定） 5,803,000 6,855,000 △ 15.3%

下水道事業 2,230,000 2,061,000 8.2%

公園墓地事業 12,000 12,000 0.0%

農業集落排水整備事業 1,107,000 1,152,000 △ 3.9%

介護保険（保険事業勘定） 4,608,000 4,691,000 △ 1.8%

上菅谷駅前地区土地区画整理事業 105,000 126,000 △ 16.7%

後期高齢者医療 621,000 592,000 4.9％

合　計 35,206,000 34,169,000 3.0%

平成 30年度会計別予算額 （単位：千円）

※�利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場
利用税交付金、交通安全対策特別交付金

平成 30年度一般会計歳入予算

区分 平成 30 年度
予算額

平成 29 年度
予算額 増減率

自主財源 9,829,887 9,094,012 8.1%
市税 6,963,192 6,909,769 0.8%
分担金および負担金 271,948 291,005 △ 6.5%
使用料および手数料 171,441 203,741 △ 15.9%
財産収入 14,376 14,118 1.8%
寄付金 40,003 55,003 △ 27.3%
繰入金 1,719,202 969,402 77.3%
繰越金 250,000 250,000 0.0%
諸収入 399,725 400,974 △ 0.3%
依存財源 10,890,113 9,585,988 13.6%
地方譲与税 276,900 282,500 △ 2.0%
地方消費税交付金 883,449 788,663 12.0%
自動車取得税交付金 71,600 55,200 29.7%
地方特例交付金 43,640 37,000 17.9%
地方交付税 3,200,200 3,200,200 0.0%
国庫支出金 2,494,373 2,185,768 14.1%
県支出金 1,430,746 1,445,569 △ 1.0%
市債 2,416,820 1,522,053 58.8%
その他※ 72,385 69,035 4.9%

合計 20,720,000 18,680,000 10.9%

（単位：千円）

（単位：千円）

区分 平成 30年度
予算額

平成 29 年度
予算額 増減率

収益的収支
収入 1,173,093 1,204,759 △ 2.6%

支出 1,066,535 1,192,070 △ 10.5%

資本的収支
収入 708,738 568,026 24.8%

支出 1,252,110 1,048,008 19.5%

平成 30年度水道事業会計予算額
　市の水道事業は、民間企業と同様に企業会計を導入し、独
立採算で運営しています。
　本年度の主な建設改良事業として、電気計装設備、場内配
水管および木崎浄水場系送水管新設工事などの木崎浄水場の
更新、新設配水管布設工事、老朽管更新工事および消火栓設
置工事などを行う予定であり、さらなる施設の維持管理の強
化を図り水道水の安定供給に努めます。

　平成 30年度の那珂市予算は、歳入では
収入の根幹となる市税について増額と見込
まれる一方、大幅な財源不足分を補うため
に、市債の発行や財政調整基金などからの
繰入金を増額し財源を確保しました。
　歳出では、市道の改良・補修、市街化区
域の整備などの社会基盤整備、子育て環境
や幼児教育の充実に向けた新設の民間保育
所や公立幼稚園の整備および増加の一途を
たどっている扶助費を中心に、財源の効率
的な配分に努めました。
　また、防災設備の整備や国民体育大会の
準備といった大掛かりな事業が実施されるこ
ともあり、大規模予算の編成となりました。

平成30年度
財政課財政グループ
☎２９８ー１１１１
（内線５２２）

問　い
合わせ

歳入予算

市税（33.6％）

繰入金（8.3％）

繰越金（1.2%）

県支出金（6.9%） 諸収入（1.9%）

市債（11.7%）

その他
（�地方消費税交付金、
地方譲与税、自動車
取得税交付金、地方
特例交付金　ほか）

その他
（�分担金および負
担金、使用料お
よび手数料、寄
付金、財産収入）

（6.5％） （2.4％）

国庫支出金
（12.0％）

地方交付税（15.5％）

自
主
財
源

依
存
財
源

47.4％52.6％

歳入
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主な費目 予算額 増減率
市民税 2,935,486 △ 0.5％
固定資産税 3,167,863 2.0％

区分 平成 30 年度
予算額

平成 29 年度
予算額 増減率

義務的経費 9,949,210 9,673,988 2.8％
人件費 4,054,779 3,996,031 1.5％
扶助費 4,063,308 3,970,098 2.3％
公債費 1,831,123 1,707,859 7.2％

投資的経費 2,544,362 1,525,369 66.8％
普通建設事業費 2,544,352 1,525,359 66.8％
補助事業費 733,446 347,831 110.9％
単独事業費 1,810,906 1,177,528 53.8％

災害復旧事業費 10 10 0.0％
その他の経費 8,226,428 7,480,643 10.0％
物件費 3,348,923 3,045,308 10.0％
補助費等 2,346,566 1,850,867 26.8％
繰出金 2,204,091 2,222,734 △ 0.8％
その他※ 326,848 361,734 △ 9.6％

合計 20,720,000 18,680,000 10.9％

平成30年度一般会計歳出予算（性質別）

歳出予算
（性質別）

人件費（19.6％）

扶助費（19.6％）

公債費（8.8％）普通建設事業費（12.3％）

物件費（16.2％）

補助費等（11.3％）

繰出金（10.6％）

その他（1.6％）

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投資的
経費

（単位：千円）

※維持補修費、積立金、投資および出資、貸付金、予備費

48.0％39.7％

12.3％

区分 平成30年度
予算額

平成29年度
予算額 増減率

総務費 2,350,695 2,344,184 0.3％
民生費 7,067,893 6,819,183 3.6％
衛生費 1,196,505 1,212,980 △ 1.4％
農林水産業費 846,336 858,287 △ 1.4％
土木費 2,231,887 2,100,234 6.3％
消防費 1,705,053 985,255 73.1％
教育費 3,003,612 2,130,580 41.0％
公債費 1,831,124 1,707,860 7.2％
その他※ 486,895 521,437 △ 6.6％

合計 20,720,000 18,680,000 10.9％

平成30年度一般会計歳出予算（目的別）

その他（2.4％） 民生費（34.1％）

公債費（8.8％）

総務費（11.3％）

土木費（10.8％）

教育費（14.5％）

消防費（8.2％）

農林水産業費（4.1％）

衛生費（5.8％）

歳出予算
（目的別）

（単位：千円）

※議会費、商工費、災害復旧費、諸支出金、予備費

市税 （単位：千円）
主な費目 予算額 増減率

障害福祉サービス給付事業費負担金 429,500 5.2%
生活保護費負担金 361,866 1.5%
民間保育所児童運営費負担金 302,864 13.3%

（単位：千円）国庫支出金

主な費目 予算額 増減率
普通地方交付税 3,000,000 前年同
特別地方交付税 200,000 前年同

（単位：千円）地方交付税
（単位：千円）

主な費目 予算額 増減率
障害福祉サービス給付事業費負担金 214,750 5.2%
民間保育所児童運営費負担金 176,578 14.7%
医療福祉医療費補助金 147,404 △ 3.1％

県支出金

（単位：千円）

主な費目 予算額 増減率
防災行政無線デジタル化事業債 682,200 皆増
公立幼稚園建設事業債 351,300 103.3%
市道整備事業債 166,400 41.9%

市債

歳出

広報なか４月号9



土地改良基盤整備事業

121,733 千円

　農道、排水路、ため池など農業用
施設の整備を行い、農業生産性の向
上および農業構造の改善を図ります。

経営所得安定対策奨励補助事業

61,150 千円

　転作団地を中心として、生産性お
よび品質の向上を目指した転作実施
者に対し補助を行います。

土地改良推進事業

48,503 千円

　茨城県土地改良事業団体連合会な
どへの負担金のほか、土地改良事業
を推進します。

農林水産業費 農林業の振興、生産基盤の整備などに 15,330 円１人当たり

大宮地方環境整備組合負担金

458,332 千円

　ごみ、し尿などの処理費および大
宮地方環境整備組合の施設整備の費
用として、一部負担金を支払います。

予防接種事業

131,170 千円

　感染や発病、感染症のまん延を予
防するため、定期または任意の予防
接種費用を助成します。

家庭系可燃ごみ収集事業

100,565 千円

　一般家庭から排出される一般廃棄
物（可燃ごみ）の収集・運搬を行い
ます。

衛生費 病気予防や健康増進、火葬場斎場の維持管理、ごみ処理などに 21,673 円１人当たり

障害福祉サービス給付事業

1,030,213 千円

　障がい者や難病患者などが、地域
で自立した生活を送れるようサービ
ス給付を行います。

民間保育所等児童入所事業

934,000 千円

　要保育児童などの保育・教育を民
間施設（保育所・幼稚園・認定こど
も園）で実施します。

児童手当支給事業

844,500 千円

　中学校修了前までの児童・生徒を
養育している保護者などに対し、児
童手当を支給します。

民生費 高齢者や障がい者の福祉、子育て支援、生活保護などに 128,025 円１人当たり

市民自治組織支援事業

108,935 千円

　地区まちづくり委員会や自治会の
活動に対して、財政的な支援を行い
ます。

固定資産課税台帳整備事業

32,457 千円

　平成33 年度固定資産税評価替に
向けた土地・家屋の異動処理および
画地条件の見直しを行います。

那珂市長選挙費

22,098 千円

　市長の平成31年２月12 日任期満
了に伴い、那珂市長選挙を行います。

総務費 全体的な管理事務などに 42,580 円１人当たり※

こんなことに
使われています

※市民１人当たりの予算額（平成30年度予算額を、平成30年3月1日現在の人口 55,207 人で割って算出）
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静峰ふるさと公園魅力向上事業

39,057 千円

　公園の集客力アップと地域資源を
いかした観光を振興するため、交流
施設の整備や公園樹木の更新を行い
ます。

なかひまわりフェスティバル事業

13,254 千円

　市の花であるひまわりをメイン
テーマとしたイベントを開催し、市
内外のかたとの交流および親睦を図
ります。

商工会補助事業

13,000 千円

　中小企業の活性化を促進するた
め、各種指導・相談業務を行う商工
会に補助を行います。

商工費 商工業や観光の振興などに １人当たり 4,858 円

38,598 千円

障害児学習活動支援事業
　障がいを持つ園児、児童・生徒の
在籍する学校などに障害児学習指導
員を配置します。

教育費 学校教育や生涯学習の充実、文化・スポーツの振興などに 54,406 円１人当たり

防災設備整備事業

700,909 千円

　防災行政無線のデジタル化に伴うシステ
ム更新および災害時に自治会などとの通信
手段を確保するためのＩＰ無線ならびに罹

り

災証明書交付等システムの整備を行います。

常備消防車両整備事業

46,454 千円

　消防活動を迅速かつ適切に行
うため、高規格救急車や火災原
因調査自動車を購入します。

消防団設置事業

33,493 千円

　市消防団の維持管理のため、
消防団員への報酬の支払いや備
品の購入などを行います。

消防費 消防や救急活動、災害対策などに 30,885 円１人当たり

道路改良舗装事業

334,468 千円

　自動車や自転車、歩行者が安心し
て移動できる車道・歩道の整備を行
います。

両宮排水路整備事業

158,315 千円

　両宮排水路を整備し安定した排水
処理を行い、冠水被害を抑制します。

道路維持補修事業

151,660 千円

　道路における交通の安全を確保す
るため維持補修を行い、危険防止を
図ります。

土木費 道路の整備や河川、公園、市営住宅の管理などに 40,428 円１人当たり

起債償還元金

1,705,388 千円

　過去に公共施設を建設するためな
どの財源として借り入れた市債を返
済します。

起債償還利子

124,735 千円

　過去に公共施設を建設するためな
どの財源として借り入れた市債の利
子を返済します。

公債費 市債の返済に 33,168 円１人当たり

497,192 千円

国民体育大会準備事業
　平成 31年度に実施予定である第
74 回国民体育大会の準備を行いま
す。

508,946 千円

公立幼稚園建設事業
　市立幼稚園の統合により、新設幼
稚園の新築や外構工事を行います。
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